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要       旨 

 

１ 作成の背景 

東京オリンピック・パラリンピックを今年に控え、学術の面からスポーツの在り方を考

えるよい機会となっている。スポーツは人間生活にとって基本的な活動であるが、同時に

時代とともに変化するものである。近年、スポーツに関する科学的エビデンスは科学技術

の発達によりさまざまな競技種目で取得されるようになってきた。このような背景はスポ

ーツ特有ではなく、科学や社会のさまざまな事象と共通する点が多々あり、また、スポー

ツはその結果が多くの人々にわかりやすく見えるため、スポーツのあり方を科学的に考え

ることが多くの事象を理解することにつながる。科学的エビデンスの活用を進めることが

可能となった今こそ、スポーツの在り方を考えるよい時期であると言える。 

 

２ 現状及び問題点 

わが国では、多くの子どもたちが学校の体育以外にもスポーツを体験するが、オリンピ

ックやパラリンピック選手を目指すのは極限られた環境にある子どもたちであり、保護者

が昔そのスポーツの選手だった経験や幼少期からの厳しい練習がなければ一流にはなれな

い、またよい成果を出すには長時間の練習が必須と考えている関係者が多い傾向にある。

このような限られた環境と経験を重視する風土がスポーツには存在するため、暴力に代表

されるハラスメントを生み出しやすいと言える。この閉じた世界で共通に起こりがちなハ

ラスメントは、他の世界と合わせて俯瞰的に構造的問題を洗い出し、我が国全体でその最

小化に取り組むことが必要である。 

また、e スポーツをはじめ、従来のスポーツとは異なる概念が近年スポーツ界にも登場

している。今、スポーツを人間との関わりを中心に考え、科学的に再定義することも必要

であると考えられる。 

このような状況の中、平成 30 年 11 月 15 日にスポーツ庁長官から日本学術会議会長に

対し、「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する審議につい

て」と題する審議依頼がなされた。その内容は、スポーツに対する社会の関心が高まって

いる今般、「スポーツの価値」をめぐる政策動向や社会状況を踏まえ、スポーツが個人と社

会にもたらす便益に関する科学的知見の整理、「スポーツの価値」を高めるためのスポーツ

界と科学との関係の在り方の検討、科学技術の進展が与える影響、スポーツ政策に科学的

知見を反映されるための体制整備などであった。これを受け、日本学術会議は平成 30 年

11 月 29 日に「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会」を設置し、審議を開始した。 

上記委員会の審議においては、スポーツの歴史的背景から現在のスポーツの状況を把握

し俯瞰的に「スポーツの価値」を検討するために、多方面からスポーツに関する科学的エ

ビデンスを収集し、スポーツの今日的意義と科学的エビデンスの果たす役割を検討してき

た。その内容は、審議依頼の内容に留まることなく、それを超えて「スポーツの価値」の

提供に貢献できるものがあった。よって、回答としてとりまとめるだけでなく、新たな提
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言としてもとりまとめることとした。 

 

３ 提言の内容 

本提言は科学の視点からスポーツの在り方について検討した結果であり、本提言におけ

る提案は多岐にわたるが、その中で特に重要性と緊急性が高い提案を以下に示す。 

 

(1) 科学的エビデンスの取得と活用の必要性 

スポーツの価値は多様であり、競技における勝負に勝つことだけが重要ではない。生

涯を通して得られるスポーツの価値を高め、その価値を社会に寄与するためには、障が

い者を含め多様な人たちの参画が重要であり、また指導者を含む関係者の科学的エビデ

ンスに基づく育成や若手への移行が急務である。そのためには、科学的エビデンスの取

得を推進し、それらを有効活用する練習方法に移行することが必要であり、その割合は

科学の進展とともに増加させるべきである。ただし、科学的エビデンスの限界を超えた

部分の補完及び科学的エビデンスに基づく理論の実証には、合理的かつ時代に即した体

験（ナラティブ）を活用する仕組みが必要である。 

 

(2) 科学的エビデンスの収集と包括的分析を可能とする体制の整備 

科学的エビデンスについて、実験室でのデータをスポーツ実践の場に外挿して推論す

ることはできないため、現場での積極的なデータ収集が必要である。これらの収集され

たデータは必要とする関係者間で共有し、包括的分析を可能とする体制が必要である。

それを実現するためには、省庁や機関の枠を超えてデータ収集と分析実施をする体制整

備と仕組みの構築が必要である。その結果、科学的エビデンスの価値を高め、さらには

スポーツの価値を高めることができる。 

 

(3) 時代に即したスポーツへの対応 

スポーツの歴史的背景に基づき、スポーツが時代とともに変化することを考慮する観

点から、時代変化に応じて普及する新しいスポーツが個人と社会にとって価値を提供で

きるための対策を常に考案し対応することが必要である。現在若年層を中心に急速に普

及している eスポーツの依存症や、選手引退後の精神的健康障害など多様面への対応が

必要である。 

 

(4) 生涯を通した多様なスポーツ実践の環境づくり 

科学的エビデンスの解析によれば、幼少期からの多様なスポーツ経験が脳の発達や生

涯にわたるスポーツ実践につながり、また高齢期に至るまでのあらゆる年齢におけるス

ポーツの実践が健康保持や脳の発達・老化防止に寄与する可能性が高い。よって幼少期

から高齢期まで、生涯を通して多様なスポーツ経験を阻むことのない、科学的エビデン

スに基づく環境づくりと教育体制の整備が必要である。 
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１ はじめに 
2020年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会の開催が近づき、学術の面

からスポーツの在り方を考えるよい機会となっている。スポーツは、人間生活にとって基

本的な活動であるが、同時に時代とともに変化するものである。近年、スポーツに関する

科学的エビデンスは、科学技術の発達によりさまざまな競技種目で取得されるようになっ

てきた。また、このような背景はスポーツ特有ではなく、科学や社会のさまざまな事象と

共通する点が多々あるが、スポーツはその結果が多くの人々にわかりやくす見えるため、

スポーツのあり方を科学的に考えることが多くの事象を理解することにつながる。科学的

エビデンスの活用を進めることができる今こそ、スポーツの在り方を考える時期にあると

言える。 

わが国では、基本的にはすべての子どもたちが学校教育における体育でスポーツを学び

ながら経験し、多くの子供たちが学校以外におけるスポーツクラブ等でスポーツを体験す

る。しかし、オリンピックやパラリンピック選手を目指すのは極限られた環境にある子ど

もたちであり、保護者が昔そのスポーツの選手だった経験や幼少期からの厳しい練習がな

ければ一流にはなれない、またよい成果を出すには長時間の練習が必須であると考えてい

る関係者が多い傾向にある。これらは、指導者などの体験に基づく考えが基本となってい

る。このような限られた環境と経験を重視する風土がスポーツには存在するため、暴力に

代表されるハラスメントを生み出しやすいとも言える。 

一方、20歳以上の成人のスポーツ実施率は、週 1 日以上運動・スポーツをする成人の

割合が平成30年度（2018年度）調査で55.1％であり、平成３年度（1991年度）の27.8％、

平成12年度（2000年度）の37.2％、平成21年度（2009年度）の45.3％と比較して増加傾向

にある[1-4]。この背景には、様々なスポーツ・身体活動により医療費削減の事例研究の成

果があるものの、国民医療費は65歳以上の高齢者を中心に増加傾向が継続し、大きな財政

影響を与えている[5]。 

また、スポーツの歴史に着目するならば、その対象や意義は時代とともに変化したきた

ことから、常に変化するものであると考えられる。現代においてもeスポーツをはじめ、従

来のスポーツとは異なる概念がスポーツ界に登場している。しかし、eスポーツのスポーツ

としての定義や対応は十分に社会に共有されているとは言い難い状況にあり、eスポーツに

よる依存症の問題は深刻さを増し、小学生や中学生の過度なゲーム使用による不登校や学

業不振が大きな社会問題になっている。 

このようなさまざまな課題を抱えている現在、スポーツを人間との関わりを中心に考え

科学的に再定義することも必要である。また、閉じた世界で起こりがちなハラスメントに

ついても、他の世界と合わせて俯瞰的に構造的問題を洗い出し、我が国全体でその最小化

に取り組むことが必要である。 

このような状況の中、平成30年11月15日にスポーツ庁長官から日本学術会議会長に対し、

「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する審議について」

と題する審議依頼がなされた。その内容は、スポーツに対する社会の関心が高まっている

今般、「スポーツの価値」をめぐる政策動向や社会状況を踏まえ、スポーツが個人と社会に
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もたらす便益に関する科学的知見の整理、「スポーツの価値」を高めるためのスポーツ界と

科学との関係の在り方の検討、科学技術の進展が与える影響、スポーツ政策に科学的知見

を反映されるための体制整備などであった。これを受け、日本学術会議は平成30年11月29

日に「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員会」を

設置し、審議を開始した。 

上記委員会の審議においては、スポーツの歴史的背景を踏まえて現在のスポーツの状況

を把握し俯瞰的に「スポーツの価値」を検討するために、多方面からスポーツに関する科

学的エビデンスを収集し、スポーツの今日的意義と科学的エビデンスの果たす役割を審議

してきた。その内容は、審議依頼の内容に留まることなく、それを超えてスポーツの在り

方やスポーツの価値の提供に寄与できるものがあった。よって、回答としてとりまとめる

だけでなく、新たな提言としてもとりまとめることとした。 

科学的エビデンスを主体とした「スポーツの価値」に関する本委員会での議論の結果を、

ここに提言としてまとめる。 
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２ 21世紀の学術研究の動態と展望 

 国のスポーツ振興策は、一億総スポーツ社会の実現、スポーツ立国の実現を目標に、（１）

スポーツを「する」「みる」「ささえる」スポーツ参画人口の拡大とそのための人材育成・

場の充実、（２）スポーツを通じた活力があり絆の強い社会の実現、（３）国際競技力の向

上に向けた協力で持続可能な人材育成や環境整備、（４）クリーンでフェアなスポーツの推

進によるスポーツの価値の向上、の４つの政策目標、さらに 19の施策目標、139の具体的

施策に具体化されて進められている[6]。これらの政策は政策の（１）に関連して、2018

年には「スポーツ実施率向上のための行動計画～「スポーツ・イン・ライフ」を目指して

～」が策定され[7]、2019 年にはスポーツ団体、経済団体、企業、地方公共団体などが一

体となって「スポーツ・イン・ライフ」プロジェクトが始まったところである。本項では、

政策（１）に関して EBPM（Evidence-Based Policy Making：エビデンスに基づく政策立案）

の推進という観点から提言を行う。 

 

(1) 既存のエビデンスと EBPMに必要なエビデンスとのギャップ 

① アウトカムの明確化 
エビデンスを論じるには、この政策が何をアウトカムとしているかを明らかにして

おかなくてはならない。スポーツ基本法において謳われている国民にとってのスポー

ツの役割は、「心身の健康の保持増進」、「青少年の体力向上、人格の形成」、そし

てその結果、社会に対しては、「共生社会や健康長寿社会の実現」、「経済の発展」

などが主なものである。国民のスポーツ実施率の向上を目標とした行動計画は、こう

したスポーツの“効果”を前提として、国の財を投じて国民運動を展開することが正

当化されていると言える。 

 

② EBPMに必要なエビデンスの定義 
すでに始まっているこの政策は何をエビデンスとして評価されるのが適切か、につ

いては今一度議論を深める必要がある。スポーツ基本法で具体的に呈示された根拠は、

スポーツ実施率という統計調査データのように読める。確かに、こうした客観的事実

も広義のエビデンスと言うこともできる。しかしながら、単にスポーツの普及状況を

記述しただけの統計データでは、スポーツ参画の効果を前提とする政策が、国民にと

って、また地域にとって、どのような影響をもたらしたのかは今後もわからない。た

とえば、英国政府のスポーツ振興策である SPORT ENGLANDは、「身体のウェルビーイ

ング」、「精神のウェルビーイング」、「個人の成長発達」、「社会や地域の発展」、「経済

的発展」の５つのアウトカムを定めて英国内外のスポーツ関連研究（日豪共同研究も

含まれる）や報告をレビューし、その概要（129研究）および詳細（813研究）を公

開している[8]。これらの研究は、対象の年齢、健康状態、スポーツの種類、参画の

様式（する、観る、ボランティア）がそれぞれ異なっており、政策そのものの評価で

はなく、特定のスポーツ介入の効果および費用面での評価である点も注目すべきであ

る。スポーツに含まれる活動が、散歩、ヨガなどの身体活動から競技性のある種目ま
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で多様であるうえに、主体も子どもから高齢者までと年齢、性、健康状態、障害の有

無、スポーツ経験のない人からトップアスリートなどと、個人要因が多岐にわたるこ

とを考えれば、自然なことと思われる。むしろ、スポーツという一種の介入の個人へ

の効果を適切に評価するには、こうした対象となる人々の多様性、スポーツの多様性

を考慮に入れて評価する視点も重要である。一方、地域社会や経済活動などへの効果

を評価する際には、事業単位の評価が適切かもしれない。EBPM のためのエビデンス

は、わが国でのスポーツ振興策の効果を高め、個人や社会にとって望ましいインパク

トを与えるために用いられるべきである。したがって、今後、続いていく政策、施策、

事業について効果および費用対効果について評価することを念頭に、データ収集し、

事後的に分析することがエビデンスを作ることになる。このエビデンスが、PDCA サ

イクルを通してより政策を適宜、見直し、修正することが政策の成功につながるはず

である。現実的な制約も踏まえたうえで、EBPM に必要なエビデンスはどうあるべき

か、いわゆる Policy-Based Evidence Making（House of Commons Science and 

Technology Committee, 2006)にならないよう、エビデンスについての認識の共有化

を図ったうえで、中長期的計画に盛り込んでいただきたい。 

 
③ エビデンスのレベル 
今日、健康やアンチエイジング、ダイエット、あるいは子どもの学力については不

確実な情報が誇大に喧伝され、必要な人が適切な情報を入手することが困難な情報の

氾濫状況が生じている。研究から得られたエビデンスがどの程度、信頼性があるかに

ついては、いかにバイアスを排除する方法論上の工夫がなされているかによって、エ

ビデンスレベルが複数段階に決められている。健康科学領域においては、一般的に最

もエビデンスレベルが高いものが、厳密な方法論（無作為割り付け比較試験: 

Randomized Controlled Trial, RCT）による研究のシステマティックレビューやメタ

アナリシスが行われているものである。次に、単一の RCT、次に無作為割り付けをし

ないコントロールを伴うコホート研究が続く。政策評価においても、評価する活動の

種類や目的によって、エビデンスレベルはより柔軟に作成されている（図１）。スポ

ーツ振興策をエビデンスに基づいて推進していくには、独自に適切なエビデンスレベ

ルを定め、効果評価の際には、レベルも含めた評価を行い、その情報を国民に公開す

る必要がある。現状の情報発信に用いられているエビデンスは、レベルの低いものが

ほとんどであり、つまりバイアスのある効果の情報は国民に誤解を招くことが懸念さ

れる。 

 

④ EBPM推進のための体制整備 
そのためには、質の高いデータ収集計画のもとで、レベルの高いエビデンスを構築

することが必要不可欠である。そのためには、各領域の専門家や多様なステークホル

ダーを含むワーキンググループを立ち上げ、適切な指標策定とデータ収集、モニタリ 
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図１ 英国の独立機関による青少年の非行、暴力、虐待に対する早期介入への取り組

みを行う組織が定めているエビデンスレベル 

（ 出 典 ） Early Intervention Foundation evidence standards

（https://guidebook.eif.org.uk/eif-evidence-standards） 

 

ングなど検証できる体制を整備する必要がある 1。 

                                            
1 健康に関連した保健医療活動は、今日では、それまでの習慣や個人的経験と勘に頼った治療、ケア、健康教育から、よ

り客観的なエビデンスに基づく医療（Evidence-Based Medicine）、エビデンスに基づく保健活動（Evidence-Based Health 

Care）が定着してきた。その好例は、英国の国立医療技術評価機構（National Institute for Health and Care Excellence: 

NICE） が発行する様々な病態を想定したガイドラインで、治療やケアの個人（患者）にとっての効果と同時に、費用対効

果もマルチステークホルダーの観点から綿密に評価しており、国際的に高い評価を得ている。 
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３ エビデンスに基づくスポーツ（データ駆動型スポーツ） 

我国は Society5.0 なるこれからの社会のデザインを進めている。これは、データ駆動

型社会と言い換えられる。一方で、科学は第４の科学、即ち、4th Paradigm を迎え、

computational scienceから data exploration scienceへとシフトしつつある。このよう

な科学も社会もデータ駆動となる潮流の中で、スポーツも同様にデータ駆動型に進むこと

は自然な流れと言える。きっちりとしたデータの採取がエビデンスとなり、それが、選手

のスキル向上を飛躍的に効率化する時代に突入した。加えて、近年、いわゆるＡＩ、すな

わち深層学習が大きなインパクトを与えるに至った。現在のＡＩにおいてはデータが肝と

なり、膨大な学習データが必須となる。スポーツにおいてもＡＩの果たす役割は大きく、

ＡＩの精度が高まる中で、高次のエビデンスとも言える知見が選手には福音となる局面が

生まれつつある。 

最近、富士通は体操の技を正確に判定する体操採点システムを構築し、当該システムを

国際体育連盟が正式に採用したと発表した。人間の審判よりもコンピュータを使った判定

の方が高い精度を上げるに至っている。多様な角度からのカメラを多数用いることで人間

の眼よりも精度が上がるのはある意味では当たり前とも言えよう。これと同様のＡＩの展

開はスポーツに限らずありとあらゆる分野で進展しつつある。スポーツを採点出来るとい

うことは、個々の選手の上達具合も測定可能であることを意味する。従って、エビデンス

に基づいた練習が出来るような時代になったとも言えよう。もちろん採点は現時点では体

操競技に限られており、他の種目では、新たな困難性が見出される可能性もあるが、時間

の問題とも言える。プロにおける利用はコーチのアシストとも捉えられるが、コーチ不在

のアマにとっては、システムが安価に実現出来れば、ありがたい存在となろう。 

鹿屋体育大学では、フォースプレートを始め、カメラやＩｏＴデバイスなどを用意し、

多様なスポーツに対し、エビデンスとなるデータをたくさん取得し、選手のスキルアップ

につなげている。ゴルフのスイングにおいて、プロ選手は、会心の一打もあれば、何かし

っくりこない時もある。人間が目で見てもその差は殆ど弁別不能であったとしても、高速

度カメラを用いれば、微細な差を補足可能となり、選手に説明しスキルの更なる向上に資

するヒントが得られる時代となっている。最近の計測技術を使ったエビデンスとなるデー

タが果たす役割は大きいことは明白であろう。そのほか、バッターが投げる球種が投手か

ら見てどの時点で弁別可能となるかなど目ではわからない速度の世界をしっかりと計測し、

エビデンスとして投手にフィードバックが可能となるなど、スポーツが次々とデータ駆動

となる時代となった。サッカーにおいては、選手の場所の分布を可視化することで、スキ

ル向上に大きく貢献するという。選手はエビデンスとなるデータを欲しており、次々に新

しい技術が開発されそれを提供するという好循環ループが生まれている。スポーツはセン

サーとＩＴの正念場となってきた。 

 

 鹿屋から何等かの図 

 

このように、試合をしている最中のデータが重要な意味を持つことは論を俟たない。一
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方で、長期間にわたる選手の変容に関する研究も必須であろう。日本スポーツ協会科学専

門委員会委員長川原貴氏は、1964年の東京オリンピックに出場した選手（オリンピアン）

380人の追跡調査（体力測定・健康診断）を継続している。1964年の東京大会から 52年後

の2016年第13回調査までのデータを一般の高齢期層と比較し、興味深い結果を得ている。

即ち、筋力、柔軟性などはオリンピアンが明確に上回っているのに対し、持久力などはあ

まり差が無いことが判明したという。又、過度の練習がむしろ健康を害するという心配も

あるが少なくともオリンピアンに限ってはむしろ優良な健康状態でることが判明した。こ

のエビデンスを用いて、青年期の能力の中には維持しやすいものがあるものの、持久力の

ように運動の継続が必要な場合もあることが判り、これは、日頃の運動の大切さを訴える

明確なエビデンスと言える。なお、これらのデータは極めて貴重であるが、その収集には、

大きなコストを伴っている。４年ごとに、東京に出向き、測定をするには、多くの手間と

費用がかかる。エビデンスの取得を長期にわたって実施することは容易ではないことも忘

れてはならない。 

 

 図 オリンピアンの計測データの図 

 

 上記のように、エビデンスはデータから生まれると言ってよかろう。スポーツにおける

データプラットフォームの構築が望まれる。選手の体形や、年齢など多様な選手のスポー

ツの容態を捕捉したデータをしっかりと蓄積し、解析可能とする基盤を構築は、スポーツ

をサイエンスとしてとらえ、より科学的なコーチングや、戦略設計を可能とするであろう。

多様なデータの解析により従来からの方法論の妥当性の検証、より良い方法の開発に大き

く貢献するであろう。長い期間に亘る時系列データの蓄積によりトレーニングの効果、効

率性を実証可能となる。選手の成長とともに、体力の低下に伴う戦略の変更が定量化可能

となろう。 

 我が国は世界でもっとも高齢化が進む。2016年における75歳生存率は87.8％に達した。

高齢者のスポーツという概念が不可欠になる時代となったとも言える。高齢者のたしなむ

べきスポーツの研究にもデータが必須であろう。 

 パラスポーツにおいては、100m 陸上が 16 クラスに分類されるなど極めてダイバーシテ

ィが高い。データによる支援は世界のパラスポーツの振興に貢献する。オリンピックにも

パラリンピックにも参加する選手のデータの解析により、スキルの本質が解明されるかも

しれない。パラスポーツ選手の記録がオリンピアンの記録を上回るスポーツにおいては、

精緻なデータ解析は更なるテクノロジーの支援の模索を可能とするであろう。 

障碍者の発生割合は先進国も開発途上国も同じという。ならば、世界中の全ての国のす

べてのアスリートがアクセス可能なオープンプラットフォームを構築し、全てのパラスポ

ーツ選手がデータを投入、互いに解析利用可能とすることによって、健常者より少ない障

碍者がスポーツを学ぶ機会を増やし、その手技をより早く身に着けることが出来るのでは

ないであろうか。データの共有化は、インクルーシブなスポーツの実現に多いに貢献する。 
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４ 科学的知見によるスポーツの変革 

(1) 選手時代の経験と生涯の健康 
① アスリートの加齢変化について 
青少年期に活発に身体運動を実施してきた人々は、その後の人生においてどのよう

な健康状態を維持してきたのだろうか。1964 年東京オリンピックに出場した日本代

表選手・候補選手の追跡調査から、若い年齢で競技に専念してきたトップアスリート

は、その後の高齢期に至るまで、一般人に比較してほとんどの調査項目で高いレベル

で健康状態を維持していることが明らかになっている[川原]。元トップアスリート達

は同世代の一般人に比べて運動・スポーツの実施率が同世代の比較的高く、筋力、瞬

発力、敏捷性、柔軟性についても、青年期における一般人との差が高齢期まで維持さ

れる傾向にあり、健康や体力への自信も高い。＜途中＞ 

 

② 生活習慣病の有病率について 
元オリンピック選手は、健康診断の受診率が高く、要介護者が少ない。規則的でバ

ランスとの取れた食事を心がけている一方、高尿酸血症・痛風が一般人より多い。運

動によって不可避的に生じる尿酸の蓄積が高尿酸血症と関連している可能性が指摘

できるが、食習慣の影響に関するエビデンスは不足している。＜途中＞ 

 

③ フレイル、サルコペニア、ロコモティブシンドロームについて 
元オリンピック選手は、サルコペニア（客観的評価指標）の有病率が低い一方で、

フレイル2ではむしろ有病率が高い。ただし、口腔状態は良好であり、運動習慣と食

習慣・歯周病低減との関連性が示唆される。元オリンピック選手は、椅子立ち上がり

や２ステップテストの得点が高く、順調な筋力の維持が予想される一方で、ロコモの

主観的評価ではむしろ有病率が高く、特に痛みの得点が高い。青年期の過度の運動に

よる障害発生への配慮とその後の体調管理の重要性が示唆される。＜途中＞ 

 

(2) 高齢期における健康への影響 
平均寿命が年々延伸しつつある先進国の中でも、人口の相対的な高齢化の速度が高い

日本において、高齢期の健康の維持・増進は喫緊の課題である。寿命が延伸を続ける一

方で、特に高齢期の健康が損なわれ、健康寿命の延伸が滞っている状況は、日本の現代

社会に深刻な影を落としている。要介護状態の主要な要因となる運動器疾患である「ロ

コモティブ・シンドローム」は予備軍も含めて 5000 万人に達する勢いであり、およそ

2000万人と推計される「メタボリック・シンドローム」該当者・予備軍の数を上回る。

加齢に伴い心身の機能が徐々に低下し、虚弱（frailty）に傾きながら、自立度低下を

経て要介護状態に陥っていく。この過程において、健常な状態と要介護状態の中間の状

態として定義されるフレイル[虚弱；日本老年医学会, 2014]の潜在的な人口の高さが近

                                            
2 主観的評価、社会性も含めた多面的評価 
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年認識されつつある。要介護状態に至る水際として位置づけられるフレイルは、身体

的・心理的（認知的）・社会的要素を含み、それぞれが関連し合って負の連鎖を引き起

こし、ロコモや認知症などを招きやすい状態であると同時に、自立度低下による要介護

や総死亡のリスクが高くなる[東大飯島先生]。一方、フレイルの発症や進行は可逆的で

あり、適切な介入によって機能（予備能力・残存機能）を取り戻すことができるのもフ

レイルの特徴である[飯島]。フレイルを抑制することを通じた健康寿命の延伸のために

は、フレイルの進行に大きく影響するサルコペニアへの対策を中心とした身体活動（運

動・スポーツ）の実施に加えて、適切な食習慣（栄養摂取・口腔機能の維持と増進）、

そして社会参加（就労・余暇活動・ボランティアなど）の３点が重要である[飯島]。個々

人に対して継続性のある形でこの３点を底上げすることをしっかりと啓発すべきであ

る[飯島]。この点で、運動・スポーツの実施を通した身体活動量や他者との関わりの増

加は、フレイル抑制に効果的である。運動習慣のみならず、食習慣の重要性も当然重要

であるが、青年期にアスリートであった高齢者に認められる高い口腔機能[飯島]は、運

動習慣と食習慣・歯周病低減との好ましい関連性を示唆するものである。以上のことは、

運動・スポーツの適度な実施が結果的に人間が発揮し得る身体的・心理的・社会的機能

を向上させること、そして、そのためには、青年期・壮年期を含む運動・スポーツ習慣

の継続が重要であることを示唆するものである。 

 
(3) スポーツの脳への影響 
・脳は身体活動のための意志や主観の源であり、また、感覚を主観と統合させる場とな

る。 

・同時に脳は身体活動をコントロールし、骨格筋に適切な出力をさせるための基盤であ

る。 

・上記２者は密接に連携しており、連携の程度が運動・スポーツの巧拙を決めたり[柏

野]、脳そのものに器質的・神経回路的な適応をもたらしたりし得る[中澤]。一流ス

ポーツ選手は「頭がよい」。 

・パラリンピック選手は、人間が本来もち得る身体機能の発達の可能性と脳の適応・再

構成能力を運動・スポーツが引き出し得ることを示す好例である[中澤]。 

・ただし、一流スポーツ選手にはびこる薬物依存はスポーツの実施がはらむ負の影響を

示唆するものであり、スポーツの実施そのものすらアディクションの対象となり得る

[熊谷・eスポーツに関して曽良]。脳を含む身体の適度な発達を促すための運動・ス

ポーツの実施[個人のみならず社会全体でそれを支える方策の確立；熊谷]が必要であ

る。 

＜途中＞ 

 

(4) 体験主義主体から科学的エビデンス主義主体へ/指導者・選手の体験主義（ナラテ

ィブ）と科学的エビデンスの調和 
指導者は、自身が競技をしていた時期に受けた指導方法や指導内容に依拠して選手の
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指導を行う傾向があることは否めない。しかし、コーチングの技術や内容は常に研究さ

れ、新たなエビデンスを伴って進化し続けているため、指導者は自らの経験を絶対視す

ることなく、最新の知識を学び、取り入れる姿勢を持つことが重要である。一方で、ス

ポーツは全てが科学的に解明されているわけではない。そのため、経験や勘のように、

客観的な定量評価が困難であるが、運動・スポーツの実施に際して重要な要素があるこ

ともまた事実である。従って、既存の科学的なエビデンスの指導・トレーニングプログ

ラムへの応用のみならず、効果的な指導・トレーニング法の科学的な解明を推進する研

究が求められる。 

 

(5) メディアの影響について 
メディアの普及・発達によって、スポーツ大会の結果や選手のパフォーマンス、注目

されるアスリートの情報、身体運動の健康効果や手軽な実施方法など、豊富な情報が日

常的に流れており、それらはスポーツの素晴らしさ面白さ、運動の有用性といった価値

の伝達にも一役買っていると言える。一方で、オリンピックやワールドカップなどのメ

ガスポーツイベントでは、メディアの強い経済力と影響力のゆえに、大会運営のあり方

が歪められるケースが見られる。例えば、決勝のレースが現地の選手にとってパフォー

マンスを発揮しやすい時間帯ではなく、しばしばアメリカのテレビ局のゴールデンタイ

ムに合わせて行われてきたことなどの問題が指摘できる[文献]。 

個人のレベルでは、一般の人々がSNS等を通じて自由に情報を発信できる時代になり、

スマートフォン等を通じて多様な情報にアクセスできるようになった。こうしたツール

を有効に活用して、運動・スポーツにおいても、人々の多様なニーズに即して、エビデ

ンスに基づく確かな情報をより一層提供できるようになることが望ましい。＜途中＞ 

 

(6) トップアスリートのセカンドキャリアについて 

＜途中＞ 
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５ スポーツの価値とリスク 

(1) スポーツを行う環境の担保 

スポーツ基本法（平成23年施行）では「スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むこ

とは、全ての人々の権利であり」と謳っているが、我が国はあらゆる世代や障がい者を

包含するスポーツ環境は十分とは言えない。我が国の学校体育・スポーツ施設は全体の

６割を占めるが、学校体育や運動部活動以外での活用は進んでいない。これらの施設を

有効活用するためには、学校と地域、自治体や民間との連携が重要である。子どもから

高齢者、障がい者までを包含し、地域スポーツ拠点として機能させるための方策がさら

に望まれる。また、地方の体育館は災害時の避難場所の役割を担うこともあるが自治体

の財政状況によって維持補修が厳しい現状もあり、スポーツ環境整備は国庫による補助

制度も検討されるべきであろう。 

安全に安心してスポーツを実施するには優秀な指導者の存在が必須である。中学校運

動部活動では、担当教科が体育ではなく、競技経験もない部活動を指導している教員が

45.9%と約半数を占める[11]。指導者資格は、日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資

格や各競技団体で付与しているものがある。このような資格の目的は、安全にスポーツ

活動を実施することを前提に、技術や競技力を向上させ、それぞれのレベルや目的に合

わせて楽しむ方法や機会を提供する指導者を養成することである。フランスでは、有償

のスポーツ指導を行う場合、法律に基づいた国家資格免許が必要とされ、違反すると刑

事罰に問われる。我が国で国家資格を採用することは現実的ではないが、スポーツ指導

者はプロフェッショナルな知識、教養、指導力を持たねばならないという意識は醸成す

べき点であり、必要とされる知識の裏付けには科学的な根拠も重要である。特に障がい

者への指導については、障がいのカテゴリー3も様々な中で未だ知見も少なく、更なる

調査・研究が求められる。 

 

(2) 子どもの多様なスポーツへの関わり 

近年は、幼少期から種目を決めて専門的に取り組む例も少なくない。卓球、テニス、

ゴルフなど、巧緻性が必要な種目はできるだけ早く用具に親しむことが有効とされる。

一方で、ユニセフが昨年発表した子供の権利とスポーツの原則では「スポーツを通じた

子どものバランスのとれた成長に配慮する」とされている[12]。成長の過程には、学習

や家族や友達と過ごす時間、レジャーやスポーツに触れるなど多様な活動が健全な人格

を形成し、社会性が養われる。スポーツは、個人・集団、対人、シーズンスポーツなど

多様な形態がある。子どもの能力は未知数であり、どのようなスポーツが向いているか

の識別は難しい。また、多様なスポーツに触れることで様々な運動能力が開発、対人関

係や自然との調和などの習得も期待できる。スキャモンの「発育・発達曲線」が示すよ

うに、運動能力に大きく影響する「神経」の発達は4歳ごろから伸び、12歳ごろに成人

と同じまでに発達する。そこで、10歳から12歳を生涯の中で最も運動神経が発達し、運

                                            
3
 障がいを大きく分類すると、身体障害、知的障害、精神障害となるが発達障害など、区分が難しい障害もある。 



 13 

動能力も向上するゴールデンエイジ期4と呼ばれる時期に様々な運動経験をさせること

が将来の運動能力に大きく関係するとされている。専門的なスポーツを行っていたとし

ても多様な練習やトレーニングメニューが盛り込まれることが望ましい。さらに、子ど

も時代の多様なスポーツ経験は生涯スポーツの選択肢を増やし、可能性を広げる。多様

なスポーツ経験（競技力重視か楽しみを重視するのかなどの取り組み方の多様性も含め

て）が子どもの心身の発達に具体的にはどのような影響を及ぼすのか、例えば、自己肯

定感や運動有能感など、これらが生涯に渡りスポーツに親しむこととの関連があるのか

などの追跡調査もスポーツの価値の可視化につながる可能性がある。 

 

(3) 「する」スポーツと「見る」スポーツの調和 

スポーツとメディアは、普及や発展のために双方が欠かすことのできない存在である

と言える。放送や配信技術の進化は、「見る」スポーツを「する」スポーツ同様にスポ

ーツを楽しむ方法として定着させた。競技会場で見る場合、テレビ等で見る場合、高速

化、高度化する競技スポーツを一体感を感じられるように様々な工夫がなされている。

例えば、世界記録に迫る勢いで走っていることを観客が理解し、声援を送ることで選手

は背中を押される。選手と観客の調和が、より高いパフォーマンスを生み出していると

考えられる。サッカーサポーターは12番目の選手といわれる。トップアスリートの活躍

は、見る者をインスパイヤすると言われ、そのことがスポーツの価値と捉えられること

も多い。しかしながら、いわゆる、スポーツからの感動がどの程度継続するのか、行動

変容にまで繋がっているのかについては明確ではない。音楽や美術を鑑賞した際の感動

とスポーツでは同じであるのか、違いがあるのか。日本における学校体育は世界でも珍

しい教育カリキュラムである。ほぼ全ての国民が、体育の授業を通じて幅広いスポーツ

知識と経験値を有している。このことが、「見る」スポーツにおいての共感に繋がって

いる可能性もあるが、教育と位置付けられることが体育嫌い、スポーツ嫌いを生む要因

とも考えられる。 

近年では、eスポーツに代表されるようにスポーツの定義も広義である。世界基準で

のスポーツの定義の再構築が必要である。 

 

(4) eスポーツの現状と拡がり（人口、市場、社会的意義） 

e スポーツが「スポーツ」か、という議論では意見が分かれているが、IOC がオリン

ピックの正式種目として採用を検討し始めたことでも注目されている。競争性が高く、

プレイヤーには選手同様の厳しい訓練が必要になることからスポーツとして認めるべ

きという考えもある一方で、暴力的な行為を扱うビデオゲームも存在すること、高額の

賞金とともに懸念される八百長や不正行為、さらには依存症の問題も指摘される。 

スポーツ庁は取り組むミッションを 5 つ 5上げており、そのうちの一つが「スポーツ

                                            
4 プレゴールデンエイジ期を５歳から９歳、ゴールデンエイジ期を 10歳から 12歳、13歳以降をポストゴールデンエイジ 

と呼ばれている。それぞれの年齢に関しては若干違いがある。 
5 ①スポーツによる健康増進、②我が国の国際競技力の向上、③我が国の国際的地位の向上、④スポーツによる地域・経
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による地域・経済活性化」である。eスポーツは、他のスポーツにも増して経済活性化

の効果が期待されている。 世界の eスポーツの市場規模は前年比 38.2%増のおよそ９億

ドルで 2021年には 16億ドルを超える市場に成長することが見込まれている[13]。アメ

リカでは、e スポーツ教育プログラムを提供する大学も多く出てきている。日本におい

ても、国民体育大会における実施や、大手新聞社主催の学生向け選手権の開催などプレ

イヤー、ファンともに拡大傾向である。スポーツにおいてもインクルーシブを目指す中

で、リアルスポーツにはない可能性も指摘される。 

一方で、ゲーム依存症への懸念も指摘されている。2019年５月、WHOはゲームのやり

過ぎで日常生活が困難になる「ゲーム障害」を国際疫病として正式に認定した。ギャン

ブル依存症などと同じ精神疾患として位置付けることで、治療研究や患者数の把握を後

押しするとしている（2022 年１月から発行）。厚生労働省によると、オンラインゲーム

を含めた病的なネット依存が疑われる中高生が推計 93 万人とされる。ネット依存とゲ

ーム障害はイコールではない。また、ビデオゲームと eスポーツがイコールでもないが

関連はある。依存症については、オンラインゲームなどを続けると、脳の構造や動きに

薬物依存のような変化は現れるのか、MRI などの検査データを使って調べる研究は始ま

ったばかりである。数は少ないがネット・ゲーム依存外来 6も開設されている。依存症

については、データの蓄積と研究、また、時間制限装置などで一定時間しか行えないよ

うな機器の活用なども検討されるべきであろう。また、アメリカでは大学で eスポーツ

教育が行われているように、リアルスポーツ同様に組織の整備、ルールの確立、指導者

及び選手育成のシステムづくりなどが急務である。 

                                                                                                                                          
済活性化、⑤学校等における子どものスポーツ機会の充実 
6 神戸大学病院がインターネットやギャンブル関連の依存症相談外来を 2018年 6月に開設。久里浜医療センターがインタ

ーネット依存症治療部門を 2011年 7月に開設。 
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６ 提言 

 スポーツの在り方は、常に時代とともに変化してきた。近年は、情報通信技術の進展に

より、従来は捉えることができなかったスポーツにおける人の動きや、これまで蓄積され

てきたデータの包括的解析が可能になってきた。この変化を捉えて、従来のスポーツにお

いて主流であった経験主義や限定された参加者から、科学的エビデンスに基づくスポーツ

を主流とすることにより、合理的な練習やより広い多様な人々の参加が可能となる。本提

言は現在の科学の視点からスポーツの在り方について検討した結果であり、特に重要性と

緊急性が高い提案を以下に示す。 
 

(1) 科学的エビデンスの取得と活用の必要性 

スポーツの価値は多様であり、競技における勝負に勝つことだけが重要ではない。生

涯を通して得られるスポーツの価値を高め、その価値を社会に寄与させるためには、障

がい者を含め多様な人たちの参画が重要であり、また指導者を含む関係者の科学的エビ

デンスに基づく育成や若手への移行が急務である。そのためには、科学的エビデンスの

取得と分析を推進し、それらを有効活用する練習方法に移行することが必要であり、そ

の割合は科学の進展とともに増加させるべきである。ただし、科学的エビデンスの限界

を超えた部分の補完及び科学的エビデンスに基づく理論の実証には、合理的かつ時代に

即した体験（ナラティブ）を活用する仕組みが必要である。 

 
(2) 科学的エビデンス収集と包括的分析を可能とする体制の整備 

科学的エビデンスについて、実験室でのデータを外挿してスポーツ実践の場を推論す

ることはできないため、現場での積極的なデータ収集が必要である。これらの収集され

たデータは必要とする関係者間で共有し、包括的分析を可能とする体制が必要である。

それを実現するためには、省庁や機関の枠を超えてデータ収集と分析を実施する体制整

備と仕組みの構築が必要であり、その結果、科学的エビデンスの価値を高め、さらには

スポーツの価値を高めることが実現される。 

 
(3) 時代に即したスポーツへの対応 

スポーツの歴史的背景に基づき、スポーツが時代とともに変化することを考慮する観

点から、時代変化に応じて普及する新しいスポーツが個人と社会にとって価値を提供で

きるための対策を常に考案し対応することが必要である。現在若年層を中心に急速に普

及している eスポーツの依存症や、選手引退後の精神的健康障害など多様面への対応が

必要である。 

 
(4) 生涯を通した多様なスポーツ実践の環境づくり 

科学的エビデンスの解析によれば、幼少期からの多様なスポーツ経験が脳の発達や生

涯にわたるスポーツ実践につながり、また高齢期に至るまでのあらゆる年齢におけるス

ポーツの実践が健康保持や脳の発達・老化防止に寄与する可能性が高い。よって幼少期
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から高齢期まで、生涯を通して多様なスポーツ経験を阻むことのない、科学的エビデン

スに基づく環境づくりと教育体制の整備が必要である。 
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＜参考資料１＞審議経過 

 

平成 31年 

１月 30日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第１回） 

役員の選出、スポーツ庁からの審議依頼の報告、各委員による話題提供、

本委員会活動について意見交換、本委員会の全体スケジュールについて 

３月６日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員

会（第２回） 

前回議事要旨の確認、サッカー界を中心とした話題提供、スポーツ基本

計画の説明、意見交換、今後の活動について 

４月 19日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第３回） 

前回議事要旨の確認、今までの議論のまとめ、話題提供、今後の活動に

ついて 

メール審議 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第４回） 

学術フォーラム「科学的エビデンスに基づく『スポーツの価値』の普及

の在り方」について 

令和元年 

６月 18日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第５回） 

前々回・前回議事要旨の確認、これまでの議論の確認、最先端スポーツ

データに関する話題提供、ケガや障害と練習量や指導者体罰暴言との関

係の話題提供、学術フォーラム開催内容について、意見交換、今後の活

動について 

７月 26日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第６回） 

これまでの議論の確認、障がい者スポーツに関する話題提供、学術フォ

ーラム開催内容について、今後の活動について 

７月 26日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第７回） 

これまでの議論の確認、今後の進め方について、最新のスポーツデータ

に関する話題提供、当事者研究に関する話題提供 

９月３日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委員

会（第８回） 

これまでの議論の確認、話題提供、学術フォーラム・公開シンポジウム

について、提言・回答の内容について、旅費と手当の支給について 
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11 月 1 日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第９回） 

e スポーツについての話題提供、提言と回答の作成について、今後のシ

ンポジウムについて、旅費と手当の支給について 

12 月９日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第 10回） 

話題提供、提言・回答の内容と作成について、学術フォーラム（手交式

含む）について、公開シンポジウム「スポーツと暴力」について 

令和２年 

１月 29日 科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普及の在り方に関する委

員会（第 11回） 

提言・回答案について 
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＜参考資料２＞学術フォーラム・公開シンポジウムポスター 
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＜付録＞ 

 



 23 

                            平成○○年○○月○○日 

                    日本学術会議○○○○委員会○○○分科会 

 

 (提言・報告)「○○○○○○○○○○○○○○○」 

 

１ 現状及び問題点 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

２ 提言の内容 

(1) ○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

(2) ○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

(3) ○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

 

 

               

 提言（報告）全文は、日本学術会議ホームページの以下のＵＲＬに掲載しております。 
  http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/2008.html  
 
 
 

問い合わせ先 

○○○○委員会○○○分科会委員長 ○○ ○○ 

   △△大学□□研究室 

    Ｔｅｌ：○○―○○○○―○○○○ 

事務局参事官（審議○担当） ○○ ○○ 

    Ｔｅｌ：○○―○○○○―○○○○ 

 

＜記者発表用要旨＞ （別紙様式３） 

ＭＳゴシック、１２ポイント 

見出しはＭＳゴシック、１２ポイント 

本文はＭＳ明朝、１２ポイント 

ＭＳゴシック、１１ポイント 

ＭＳゴシック、１２ポイント 

ＭＳゴシック、１２ポイント 

記者発表要旨は、１～２ページで作成する。 

府省の記者クラブの記者が読むことを想定し、新聞記事の見出しや本文を意

識した記述を工夫する。 
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